
事業の概要 指標 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 達成率 担当課

４　成人期・高齢期

目標 350 400 450 450 450 450

実績 145 223 267

目標 28 28 28 28 28 28

実績 27.6 27.6 28

目標 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0

実績 28.7 20.7 30.1

目標 50 50 50 50 50 50

実績 36.5 62.9 49.0

目標 45.0 45.0 45.0 45.0 45.0 45.0

実績 82.4 86.4 83.8

目標 25 25 25 25 25 25

実績 25.3 24.4 24.8

計画 25 25 25 25 25 25

実績 25.8 25.8 24.7

目標 85.0 85.0 85.0 85.0 85.0 85.0

実績 97.0 94.3 74.6

目標 20 20 20 20 20 20

実績 10 15 12

施策・事業 評価とその理由（利用者・参加者の反応など）

成人歯科保健推
進事業

8020お達者歯科健診を公民館等で実施
し、その内80歳以上で20本以上自分自
身の歯がある方を地区の敬老会で表彰
する。
さらに、成人歯科検診を歯科医院へ委
託する方法で実施する。

平成26年度から個別委託方式によ
り成人歯科検診を実施している
が、受診者数が伸び悩んでいる。
更なる周知徹底に努め、受診者数
の増加を目指す。

98% A

口腔内のプラーク除去には、歯間
清掃用具の使用が必須であるた
め、その必要性及び使用方法につ
いて引き続き啓発に努めていく。

歯肉炎・歯周病を有
する人の割合(%)(20
～64歳の方)

歯周病等が全身の健康に影響する
ことから、定期的な検診受診を促
し、自分の歯の本数を確保する。

検診受診者の歯の本数は、目標に
達している。定期的な検診受診を
促し、自分の歯の本数を確保す
る。

定期的に歯科検診を
受ける人の割合
（%）
（20～64歳の方）

100%

成人歯科検診受診者
数（人）

59.3% C

53.7% C

引き続き定期的な歯科検診受診の
重要性を周知し、受診率の増加に
努める。

検診受診者の歯の本数は、概ね目
標に達している。定期的な検診受
診を促し、自分の歯の本数を確保
する。

A

歯周病予防講座受講
者数（人）

60% B

生活習慣病の一つである歯周病を
予防するため、歯科医師による出
前講座を実施しているが、参加者
が少ない。積極的な周知に努め参
加者数の増加を目指す。

98.8%

自分の歯の本数(本)
(65歳以上）

99.2%

デンタルフロスや歯
間ブラシの使用率
（%)(20～64歳の
方）

自分の歯の本数(本)
（20～64歳の方）

100% A

A

概ね目標を達成している。引き続
き予防啓発に力を入れていく。

歯肉炎・歯周病を有
する人の割合（%）
(65歳以上）

100% A

A
8020歯科健診表彰者
の平均機能歯数
（本）

目標を達してはいるものの、依然
として歯周病の罹患率は高いこと
から、予防のため歯間清掃用具の
利用を促す等、啓発に努めてい
く。

健康づくり
推進課

生活習慣病予防
事業

生活習慣病予防に努め、心血管疾患を
予防し、市民のＱＯＬ(生活の質)を守
り、健康寿命の延伸を目指し、各種生
活習慣病予防事業を実施する。
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事業の概要 指標 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 達成率 担当課施策・事業 評価とその理由（利用者・参加者の反応など）

目標 20 20 20 20 20 20

実績 15 13 16

５　障がい者・要介護者

目標 8 8 8 8 8 8

実績 - 2 1

健康相談事業

①重点健康相談
高血圧、脂質異常症、糖尿病、歯周疾
患、骨粗しょう症、女性の健康、病態
別（肥満、心臓病など）から重点課題
を選定して実施する。
②総合健康相談
健康全般、栄養、歯、血圧測定など総
合的な相談について実施する。

おとなの歯科相談者
数（人）

80% B

12.5% C

介護家族の会にて「誤嚥性肺炎の
予防」について研修を行った。研
修の内容を充実させるとともに、
障がいに応じた歯科保健指導や口
腔ケアの推進に努める。

成人対象の歯科医師による歯科相
談を年4回実施している。その他、
必要に応じて歯科衛生士による電
話相談などを実施している。

健康づくり
推進課

健康づくり
推進課

生活習慣病予防
事業（再掲）

生活習慣病予防に努め、心血管疾患を
予防し、市民のＱＯＬ(生活の質)を守
り、健康寿命の延伸を目指し、各種生
活習慣病予防事業を実施する。

保護者や介護者を対
象とした研修実施回
数（回）


